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二重投稿・オーサーシップの現状と課題 
国内の学協会の投稿規程等の調査から 

 
 

１．はじめに：二重投稿、不適切なオーサーシップ

をめぐる状況 
 「研究活動における不正行為への対応等に関する

ガイドライン」（2014 年 8 月 26 日文部科学大臣決

定、以下、「2014 年ガイドライン」と呼ぶ）が公表

されてから、2024 年で 10 年が経過した。2022 年

に文部科学省が実施した履行状況調査では、研究者

の研究倫理教育の受講率が 90％を超えた機関が、

企業等も含めて文部科学省の予算の配分または措置

により研究を行う機関 2,096 機関の 96％（1,919 機

関）を占め、また、研究者の受講率 100%の機関が

同 81%（1,621 機関）に及ぶなど、研究倫理教育の

実施等、研究不正の防止に向けた取り組みは大きく

進展してきた 1。 
他方、特定不正行為の認定状況は、ガイドライン

が実施された 2015 年度以降、大きく減少すること

なく年間 10 件程度で推移ししている。この理由と

して、研究倫理教育の浸透や研究不正の告発受付体

制の整備等により、以前より明るみになりやすくな

ったことが要因である可能性もあり、その評価につ

いては今後、詳細に検討する必要がある。 
これに対して本稿では、二重投稿、および不適切

なオーサーシップに焦点をあてる。両者は 2014 年

ガイドラインにおいて、捏造、改ざん、盗用に並ん 
で、「研究活動における不正行為」として言及され

ている。また、2022 年、2023 年と文部科学省科学

技術・学術政策局長名義で研究機関の長にたいして

あいついで発出された通知（「研究活動における不

正行為等の防止の徹底について（通知）」4 文科科第

82 号令和 4 年(2022 年)5 月 9 日、「研究活動におけ

る不適切な行為の防止及び調査体制等について（通

知）」4 文科科第 919 号令和 5 年(2023 年)3 月 24
日）において適切な対応が要請されるなど、研究公

正にかかわる政策において重要なテーマとなってい

る。 
二重投稿および不適切なオーサーシップについて

は、特定不正行為と異なり、文部科学省への報告義

務はないため、国内の研究機関で二重投稿や不適切

なオーサーシップがどの程度認定されているのかは

不明だが、文部科学省に報告があった事案として、

二重投稿（自己盗用を含む）、不適切なオーサーシ

ップとも、それぞれ年間数件程度が報告されてい

る。 
さらに近年の動向として特徴的なのは、二重投稿

や不適切なオーサーシップが単独で不正行為として

認定され、報告がされることが増えてきたことであ
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る。2015 年度から 2021 年度までに二重投稿や不適

切なオーサーシップが認定された事案は全部で 19
件あるが、そのうち、二重投稿が単独で認定された

のが 3 件であり、それ以外の 16 件については盗用

等、特定不正行為とあわせて認定されている。これ

に対して 2021 年度以降、2023 年度までの 3 年間

で、二重投稿（自己盗用、サラミ出版を含む）や不

適切なオーサーシップのみが認定された事案が 7 件

あり、増加傾向にある 2。 
この背景として、先に紹介した文部科学省科学技

術・学術政策局長通知を受け、二重投稿や不適切な

オーサーシップについて、不正行為として認定可能

な規定を整備している機関が増加している点を指摘

できる。文部科学省が 2022 年度に実施した履行状

況調査では、二重投稿については 59％の機関、不

適切なオーサーシップについては 57%の機関が、そ

れぞれ不正行為等として認定できるように具体的に

規定で定めていることが明らかとなっている。ま

た、具体的には定めていないものの、広く読めるよ

うに定めている機関を含めると、その割合はいずれ

も 91%に及ぶ 3。 
 
２．プロジェクトの目標 
 二重投稿や不適切なオーサーシップへの対応を円

滑にすすめていくためには、研究機関がそれらの行

為に対して適切に対応できるような規定を整備する

だけでは十分ではない。2014 年ガイドラインで

は、以下のように書かれている。 
 

具体的にどのような行為が、二重投稿や不適切な

オーサーシップなどの研究者倫理に反する行為に

当たるのかについては、科学コミュニティにおい

て、各研究分野において不正行為が疑われた事例

や国際的な動向等を踏まえて、学協会の倫理規程

や行動規範、学術誌の投稿規程等で明確にし、当

該行為が発覚した場合の対応方針を示していくこ

とが強く望まれる。（文部科学省, 2014） 
 
 また、2014 年ガイドラインの決定をうけ、文部

科学省科学技術・学術政策局長からの審議依頼への

回答として日本学術会議がとりまとめた「回答 科

学研究における健全性の向上について」において

も、オーサーシップを満たす要件について、「研究

分野によって解釈に幅があることから、各研究分野

の研究者コミュニティの合意に基づいて判断される

べきでものである」として、「各研究機関及び各学

会が刊行する学術誌において、上記の趣旨に則した

オーサーシップに関する規程を定めて公表すべきで

ある」としている。また、二重投稿についても、学

会・学術誌の投稿規程を遵守することの重要性を指

摘したうえで、「二重投稿に関する規程を定めて公

表すべきである」としている（日本学術会議, 
2015）。 
しかし、同回答では、オーサーシップや二重投稿

について規程を定める際に留意すべきいくつかの観

点について触れてはいるものの、具体的にどのよう

な点を盛り込むべきかについては、一例として、二

重投稿を判断する際の要件について具体的に記載し

ている日本教育工学会の投稿規程を紹介するにとど

まっている。2014 年ガイドラインの決定から 10 年

が経過し、研究機関における規程の整備は進んでき

たが、はたして日本の学協会や学術誌において、

「具体的にどのような行為が、二重投稿や不適切な

オーサーシップなどの研究者倫理に反する行為に当

たるのかについて」「各研究分野において不正行為

が疑われた事例や国際的な動向等を踏まえて、学協

会の倫理規程や行動規範、学術誌の投稿規程等で明

確に」（文部科学省, 2014）するという取り組みがど

こまで進展し、普及しているのだろうか。また、も

しその点に不十分さが残るとするならば、規程の整

備にあたって、具体的にどのような観点や項目を盛

り込むべきなのだろうか。その点を明らかにしよう

とするのが、本研究プロジェクトが目標とするとこ

ろである。 
  
３．本研究のアプローチ 
 本研究は、次の 4 段階から構成される。まず全体

に共通/研究分野ごとの規範を提示するために、国内

の学協会の執筆要領・関連規定等を収集・整理し

（３．１）、国内外の動向を踏まえた分類項目を作

成し（３．２）、それをもとに国内の動向の把握と

課題検討のための現状の分析を行い（３．３）、そ
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の結果を踏まえ、規程等に盛り込むべき推奨項目を

提示（５）した。以下に方法の概略を示す（詳細は

別途発表予定である）。 
 
３．１．対象とする学協会の選定と資料の収集 
対象とする学協会と資料の基準を検討し、ウェブ

上の資料を、科学技術社会論が専門の 1 名、科学技

術社会論の修士号と研究公正の知識を持つ 1 名が、

研究公正が専門の研究者 2 名の指示で収集した。 
 
３．１．１．対象とした学協会 
 対象とした学協会については、日本学術会議協力

学術研究団体データベース 学会名鑑に 2019 年 7 月

時点で登録された全 30 分野について、個人会員数

が多い学協会 10 団体を選定し、計 249 学会の調査

を実施した。複数分野に属する場合は、分野回答数

が 1～5 の範囲に収まる学協会のみを対象とし、個

人会員数が上位 10 位に該当する分野のみでデータ

を使用した。例えば千葉医学会は、登録上は臨床医

学・基礎医学・薬学・歯学の 4 分野だが、会員数で

は薬学分野のみで基準に該当するため薬学分野の学

会として扱った。 
 
３．１．２．収集対象とした資料 
 収集の対象とした資料について述べる。2019 年 7
月時点の学会名鑑を用い、各学協会のウェブサイト

と学会誌（定義は後述）の公式ウェブサイトなど関

連する機関サイトに誰でもアクセス可能な形で掲載

された内容（ウェブ上の記載、ダウンロード可能な

ファイル等）を対象に、以下に該当する記述が含ま

れる文書や記事をすべて収集した。 
・会則：各学会の会則 
・倫理規定：会員が遵守すべき倫理基準 
・学会誌投稿規定：各学会の学会誌へ投稿する際の

遵守事項等 
・学会誌執筆要領：各学会の学会誌投稿の書式等 
・著作権規定：上と別に、著作権について規定 
・その他規定や規定以外のもの：その他規定、また

は規定以外の文書で関連する記述が見つかったも

の。なお、「関連する記述」の判断基準は、「二重投

稿」と「不適切なオーサーシップ」について、それ

ぞれ、以下の①・②の基準のいずれかを満たすもの

を「関連する記述」と判断した。 
 

①二重投稿 
・「二重投稿（二重発表）」「重複投稿」等と明記さ

れているもの 
・「複数の雑誌に発表することを禁じる」「同時に本

誌にも投稿してはならない」などの表現で禁止事項

として記載されているもの 
・「ほかに投稿（発表）されていない」「審査中でな

い」「未発表のもの」など投稿原稿を受け付ける際

の条件に関するもの 
・「投稿」や「発表」の代わりに「出版」と書かれ

ており、二重投稿ではなく二重出版に関連している

可能性が高そうなかたちで記述されているもの 
 
②オーサーシップ 
・著者の順番についての記述 
・謝辞における貢献者の記載関連個所 
・論文内容についての責任（説明責任など） 
・利益相反管理にかかわる記述（ただし、利益相反

規定それ自体は除外した。その理由として、収集時

点では、利益相反管理とオーサーシップの関連を示

す記載の存在を念頭に、利益相反管理に関わる記述

については対象とした） 
・著者要件リストで著者としての適切性を確認する

こと、などの記述があるもの 
・著作権譲渡書に全員のサインが必要などの記述 
・研究不正行為の禁止についての記載など（不適切

なオーサーシップに該当する記載かどうかは、この

時点及び収集後の 2 回に分けて判断） 
 
また、下記の記述については除外した。 

・査読手続きのみが記載されているもの 
・投稿時の事務手続きのみが記載されているもの 
例：会員しか投稿できない、著者の名前は大文字の

アルファベットで書くこと、メールアドレスも記載

することなどの記載のみ 
・投稿費用のみが記載されているもの 

 
判断に迷う文書については、複数名で確認し上記
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の基準に該当するか否かを判断した。具体的には投

稿 Q&A、査読プロセスの説明、会長メッセージ、

投稿募集のお知らせ、論文投稿に関する指針、投稿

時に提出するべき書類などが含まれる。 
なお、最新バージョンのみを収集対象とした。 

 また、学協会が複数の学会誌を発行している場合

に、学会誌により規程が異なることもあることか

ら、対象とする学協会が発行する学会誌についても

調査の対象とした。なお、ここでの学会誌の定義と

しては、各学協会が発行するもので、投稿論文を受

け付けていることが投稿規定かウェブサイト内に明

記されているものとした。学会誌としてみなさず、

収集対象から外す場合として、ニュースレター（季

節のあいさつや企画案内のみが掲載されている場

合）などがあげられる。 
なお複数誌を発行する学協会の場合、基準に当て

はまるものはすべて対象とした。複数言語の投稿規

定がある場合は日本語・英語英のみを対象とした。 
資料の収集は、2022 年 1 月～7 月に行った。 
 

３．２．国内外の規範を踏まえた分類項目の作成 
「重複投稿/二重投稿」「オーサーシップ」につい

て、以下の手順で分類項目の検討と作成を行った。 
「重複投稿/二重投稿」「オーサーシップ」に関し

て国際的に参照されやすい文書等から、基準となる

文書リストを作成した（表１、表２）。 
次に上記の文書をもとに、資料の記載内容の項目

草案を作成し、３．１で収集した資料を分類できる

ように修正と要件定義、再分類を繰り返し、どの分

野の資料も齟齬なく分類できる項目を作成した。 
この項目を用い、全資料を改めて各項目ごとに分

類した。研究公正が専門の研究者 2 名の指示のも

と、2 名の分類者が原則として独立して分類を行

い、定めた手順に従い、必要に応じて分類者ではな

い、研究公正を専門とする研究者が最終判断を行っ

た。必要な際には分類項目の修正を行い、修正に合

わせて分類結果の修正や再分類を行った。 
項目草案の作成から資料の分類・整理に至るプロ

セスは、項目の作成の主たる判断は研究公正を専門

とする研究者 2 名が行い、分類・整理作業は、科学

技術社会論か人類学の修士号を持ち、研究公正の基

礎知識を持つ２名と、図書館情報学領域の修士号を

持つ者 1 名が実施した。 
 
４．分析結果：学協会の執筆要領・関連文書の分類 
作成した項目リストに従って、現在、国内の学協

会・学術誌が公表した情報における各項目の記載状

況の分類と確認作業を進めている。 
本報告書では精査前の暫定的な分析結果を全体動

向中心に示し、解釈に注意を要する点は細目ごとに

記載した。5%未満の場合は実数のみ記載する。 
その結果について、国内学会の動向（４．１）お

よび学術誌の動向（４．２）に分けて説明する。 
 
４．１．国内学会の動向 
４．１．１．投稿規程・執筆要領の公開状況と、オ

ーサーシップ・二重投稿に関する記述について 
暫定的な分析が完了している 159 学会の発行する

学会誌の投稿規定と執筆要領について、誰でもアク

セス可能な状態でウェブ上に公開されているかどう

か、また、そこにオーサーシップと二重投稿関連の

記述がみられるかどうかについて分析を行った。そ

の結果、調査対象とした学会誌の 99%が、投稿規

程・執筆要領をウェブ上で広く公開していた。な

お、分野による状況としては、化学・史学・法学・

臨床医学以外の分野で公開状況は 100％であった。 
また、そのなかにオーサーシップおよび二重投稿

に関する記述を確認できたのが、それぞれ 51%、

87%であった（表３）。ただし、３．１で投稿規

程・執筆要領に該当しないと判断された資料内に、

関連する記述がある可能性はあり、その点について

は留意が必要である。 
 

 次に、全 249 学会の収集資料内の「重複投稿/二
重投稿」「オーサーシップ」に該当する記述に関す

る分類結果について報告する。ただし、重複投稿/二
重投稿については、123 学会分は 2 名の分類者の判

断の不整合部分の精査中であり、また、オーサーシ

ップについては、２名の分類者のデータの不整合部

分の確認を行う前段階であるため、いずれも全体動

向の把握にとどめ、細部の検討は行わない。 
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４．１．１．重複投稿/二重投稿 
 全体の傾向として、学協会ごとに公開された文

書・資料では、全体として重複投稿/二重投稿につい

て詳細な定義が記述されていない。 
次に、重複投稿/二重投稿に関する個別の項目の動

向について述べる。 
既発表の自己の著作等と重なる論文等の投稿に関

する記述について、具体的な定義なしに重複投稿/二
重投稿等の語を使用した学協会と、重なる・同じ等

の文言のみで判断基準等の明記はない学協会がいず

れも 1 割程度見られた。 
複数論文の根幹となる重要な部分が重なる場合へ

の言及があった学協会が 17 件（7％）あった。重要

性が低い部分の重なりに言及した学協会もあった。 
投稿~査読~採択~掲載または不採択の過程におけ

る重複/二重投稿関連の事柄について、問題視される

行動や二重投稿とみなされないための手続きなどが

明記された学協会が 6 件あった。具体的に、重複投

稿/二重投稿が容認される場合の条件の存在や手続き

を明記した学協会もあり、プレプリント、学会発表

（抄録、ポスター）、異なる言語で発表する場合並

びに学位論文、予算元等から提出を義務付けられた

研究報告書等、大学紀要などについて、重複の可否

や具体的手続きを定める学協会も見られた。 
重複投稿/二重投稿が疑われる/発覚した場合の手

続きや対応への言及が 10 件あった。  
 
４．１．２．オーサーシップ  
全体の傾向として、学協会ごとの公開文書・資料

では、オーサーシップの決定と変更、特に論文等の

投稿・出版時の同意・承認等について 1 割程度の学

協会で記載がある以外、記載はなかった。 
次に、オーサーシップに関する個別の項目の動向

について述べる。 
オーサーシップの意義について、クレジット獲得に

触れた場合や責任や説明責任に言及した場合等があ

った。 
著者が満たすべき基準として言及されていた点

は、必要な貢献内容の明記、著者が負うべき責任な

どであった。 
オーサーシップの決定・変更については、特に、

投稿/出版時の同意・承認等について明記した学協会

が 1 割ほど言及された他、いつ誰がオーサーを判断

すべきか、著者資格を持つ者を過不足なく著者にす

ること、投稿後の著者追加・削除手続き、申し立て

や調査等が挙がった。オーサーシップ決定では、学

生を著者とする場合、死亡・責任能力を喪失した場

合等の記載もあった。 
著者の役割分担と貢献内容に関連し、著者の順番

について説明がある場合や、各自の貢献の明示、謝

辞等の貢献者に関する記載等があった。 
不適切な例が明記された例や、署名等、責任著者

に求められる手続きへの言及も見られた。 
 
４．２．学会ごとの動向 
学術誌を 1 誌以上発行している 241 学会につい

て、該当するすべての学術誌の関連資料を対象に、

「重複投稿/二重投稿」「オーサーシップ」の記述を

３．２で作成した項目を用いて分類を行っている。

本稿では、作業スケジュールの関係から、このうち

全体の傾向を把握するため、半数強をしめる 151 学

会の学会誌ごとの結果を報告する。なお、この 151
学会については、Excel の並べ替え機能を使い疑似

ランダムに選定した半数程度の学会の学会誌を分類

した後、できるだけ分類対象となる学会数が各分野

で均等になるように、学会の正会員数が多い順番に

暫定的な分類対象とする形で選出した。 
なお、不整合分の確認中かつ各分野の学術誌数に

分野間のばらつきがあるため、本稿では全体動向の

把握にとどめる。 
 
４．２．１．重複投稿/二重投稿  
 全体の傾向として、学会誌ごとに公開された文

書・資料に注目した場合、重複の度合い（分量や内

容面等）にかかる説明がない、あるいは「重なって

はいけない」という文言とともに、重複/二重投稿を

禁止する等の文言のみが使用される学術誌が半数程

度に上るなど曖昧性が高かった。ただし学会発表や

プレプリント、ポスター等の個別例が許容されるか

どうかなどについては、学協会の場合よりは明確で

あった。 
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４．２．１．オーサーシップ 
全体の傾向として、オーサーシップ項目では、各

学会誌が、オーサーシップに関する文書等を有する

割合が、学協会に注目した分類時と比較して高かっ

た。これは、薬学、基礎医学、基礎生物学分野の学

会誌に該当記述が多くみられるためである。 
 次に、オーサーシップに関する個別の項目の動

向について述べる。 
オーサーシップについて、ICMJE、COPE、

CRediT など外部の規定や宣言、指針等を採用する

例が 1 割弱あった。 
 オーサーシップの意義について、クレジット獲得

7 件、責任・説明責任の所在への言及が 73 件

（25％）、著作権等への言及 18 件（6％）等が見ら

れた。特に機械工学、薬学、総合工学で高かった。 
著者が満たすべき基準に関し、必要な貢献内容を

記載した文書を持つ学会誌が 57 件（20％）、論文作

成・校閲等への関与への言及が 36 件（12％）、最終

原稿の承認が 43 件（15％）、責任を負うことへの言

及が 35 件（12％）あり、その他の基準や判定基準

の運用ルールに関する言及も見られた。貢献内容を

具体的に記載した学会誌は薬学、基礎医学、基礎生

物学で多かった。 
オーサーシップの決定・変更について、特に、投

稿/出版時の同意・承認等に言及した学会誌が 49 件

（17％）あり、健康・生活科学、基礎医学、基礎生

物学で高かった。 
著者資格を持つ者を過不足なく著者にすることに

関する記述が 41 件（14％）の学会誌に見られ、臨

床医学や総合工学で高かった。 
投稿後の著者追加、削除の記述率は比較的高く、

電気電子工学、地球惑星科学、薬学、環境学、基礎

医学、臨床医学など計 82 件（28％）であった。言

及がない分野も 8 つあった。 
申し立てや調査への言及は 13 件で、50％を超え

る分野はなかった。 
オーサーシップ決定において考慮すべき事例とし

て、グループを著者とする場合、著者に学生を含む

場合、著者が死亡・責任能力を喪失した場合他の記

載が見られた。 
著者の役割分担及び貢献内容の明記については、

著者の順番が持つ意味が明記されている例、著者の

役割の記載方法についての言及例、著者ごとの貢献

内容を記載するよう求める例などが見られた。 
著者以外の貢献者については、謝辞に記載すべき

者の基準に関わる記載が 1 割程度、謝辞の記載方法

や手続きに関する具体的な指示がある例や、謝辞へ

の記載が不適切な場合の基準、謝辞に記載しない場

合の対応に関する記載がある例などがあった。 
また、不適切なオーサーシップの定義や事例が明

記された例、責任著者に求められる署名等の手続き

についての言及等があり、後者は基礎医学、歯学と

臨床医学であった。 
 
５．考察 
 国内の学協会が発行する学会誌の投稿規程・執筆

要領において、二重投稿に関する記述は９割弱の学

会誌で見られ、また、オーサーシップに関する記述

も半数の学会誌でみられた。ただし、本調査で対象

としたのは、各分野で個人会員数が多い学協会 10
団体を対象としたものであり、個人会員数が多い学

協会のほうが規程等の整備が進んでいることが多い

ことから、国内の学協会全般の状況は、この数値を

下回るものと思われる。 
 また、対象とした学協会において、二重投稿に関

する記述はみられるものの、具体的にどのような行

為が二重投稿に該当するのか、その詳細な定義が記

述されている場合は全体としては少なかった。ただ

し、一部ではあるが、プレプリントや学会発表、学

位論文等、重複の可否や具体的手続きを定めた学協

会が見られた。また、オーサーシップについて、二

重投稿にくらべてそもそも記述がなかった学協会が

多かった。ただし、オーサーシップの決定・変更の

手続きや、必要な貢献内容や著者が負うべき責任な

どについて、一部の学協会で記載がみられた。 
 これらの状況を踏まえると、二重投稿やオーサー

シップについて、国内の学協会において、投稿規

程・執筆要領やガイドライン等で、具体的に記載す

べき項目を明確化することが重要であるものと考え

られる。 
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６．提言：オーサーシップおよび二重投稿に関する

モデル項目 
 以上を踏まえ、国内の学協会や学術誌が規程にお

いて明示すべき項目について、「オーサーシップに

関する推奨事項」、「重複投稿/二重投稿に関する推奨

事項」をまとめた（表４，表５）。なお、これらに

もとづいて規程を作成するにあたっては、（表１）

（表２）で提示した文書等が参考になる。 
なお、オーサーシップについては、外部の団体の

文書（例えば、ICMJE 勧告や COPE のガイドライ

ンの該当項目または全文）、あるいは CRediT 等の

指標を参照、準拠するように指示する形も考えられ

る。 
また、重複投稿/二重投稿についても同様に、外部

の団体が公表した重複投稿/二重投稿、サラミ出版、

自己盗用関連文書（例えば、COPE のフローチャー

トやガイドライン、ICMJE 勧告）の一部あるいは

すべてを順守する、尊重する等の記載を行う形も考

えられる。 
 

キーワード 
研究不正，二重投稿，オーサーシップ，投稿規程，執筆要領

 

表１ オーサーシップの分類項目の作成時に参照した文書等 

 
注 表中の ICMJE は International Committee of Medical Journal Editors, T&F は Taylor & Francis Group, Sage は Sage 

Publications, Willey は John Wiley & Sons, Inc., APA は American Psychological Association, APS は American Physical Society, 

IEEE は Institute of Electrical and Electronics Engineers, Springer は Springer Nature Group を示す． 
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表２ 重複投稿/二重投稿の分類項目の作成時に参照した文書等 
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表３ 学会誌ごとの投稿規定等の公開状況と、オーサーシップ、二重投稿関連の記述の有無 

 

 
表４ 重複投稿/二重投稿についての推奨事項 
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表５ オーサーシップに関する推奨事項 

 
注 ＊が付いた項目の推奨度は低い 

 
1 文部科学省「令和 4 年度版チェックリスト分析結果について（研究倫理教育の実施状況等）」（2023 年 10 月 31 日）, 
https://www.mext.go.jp/content/20231031-mxt_kibanken01-000032982_02.pdf 
2 文部科学省「文部科学省の予算の配分又は措置により行われる研究活動において不正行為が認定された事案（一覧）」
（https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360484.htm） 
3 文部科学省「令和 4 年度版チェックリスト分析結果について（研究倫理教育の実施状況等）」（2023 年 10 月 31 日） 

https://www.mext.go.jp/content/20231031-mxt_kibanken01-000032982_02.pdf

